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平成２９年度 事業計画書 
 

自 平成 29 年 4 月 １日 
至 平成 30 年 3 月 31 日 

 
日本経済は、政府の経済政策の推進もあり、雇用・所得環境の改善傾向が続き、設備   

投資も増加基調となり景気を下支えし、海外経済のリスク要因があるものの本年度も緩や

かな回復が続くことが期待されております。 

このような状況の中で、昨年度に引き続き、電力需給対策、巨大地震や台風・豪雨等の

自然災害に備えた防災対策、ＢＣＰ（事業継続計画）対策として、自家発電設備の設置の

重要性に対する認識は依然として強く、自家発電設備の需要は本年度も底堅く続くものと

思われます。 
昨今の社会的要請を背景に当協会は本年度も引き続き、製品認証事業及び専門技術者 

養成事業を中心に、自家発電設備等の信頼性や安全性の向上と更なる普及を目指し事業 

運営を行っていきます。 
 
昨年度の主な事業収入の実績は、製品認証事業が年初予算比９９％、調査研究事業で  

年初予算比１１９％、専門技術者事業では年初予算比１０７％となり、協会全体で年初  

予算比１０３％の３５９百万円で、予算を１０百万円程度上回りました。 
 

本年度の事業計画は、製品認証事業では防災用自家発電装置及び可搬形発電設備ともに

昨年度実績を上回る計画とします。また、専門技術者事業においては新規資格取得者の  

講習・試験申請者計画数はここ数年間の実績を基に計画し、更新講習申請者数については、

可搬形発電設備更新対象者が昨年度よりも少なくなっていることから、昨年度実績を若干

下回る計画にしています。 
 
昨年度は防災用自家発電設備の経年劣化調査事業の終了に伴い報告会を開催するととも

に、調査報告書を会員各社及び行政等に配布しました。また、その成果を受け、行政や関

係機関等とも連携の上、防災用自家発電設備の合理的な点検に係る基準等の提言及び保全

マニュアルの改訂に着手しましたが、本年度も引き続きその実現に向け、調査研究事業と

して継続していきます。 
同じく昨年度終了した自家発電設備に係る新技術調査・研究事業である「自家発電設備

の耐震性能調査」は、本年度調査報告書の発行を目指して行政及び関係機関等と調整して

いきます。 
  

 各事業の事業計画の内容は、次のとおりです。 
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１．自家発電設備の製品認証 

 

（１）登録認定機関の登録維持 
消防法施行規則第３１条の４第２項に規定する登録認定機関として、自家発電設備

に係る設備等技術基準への適合性の認定について、適正に事業運営を行います。 
   
（２）JIS Q 17065「適合性評価－製品、プロセス及びサービスの認証を行う機関に対する

要求事項」に基づく製品認証制度の適正な運営 
 認証申請者、取得者に対する新規審査、更新審査及びサーベイランス等により、   

自家発電装置の認証基準に対する適合性評価を計画的に実施し、認証委員会の審議・

承認に基づき、適合証明書等の交付に関する業務を適正に行います。 
なお、平成２９年度は製品認証機関としての更新時期にあたり、（公財）日本適合性 

認定協会(JAB)による第４回更新審査を受け、製品認証制度の継続・維持を図ります。 
（製品認証審査件数） 

審査の種類 
 

平成２９年度 
計画数（件） 

平成２８年度 
実績数（件） 

前年度実績比 
（％） 

新規審査        １          ３  ３３ 

変更審査       ０ １      ０  

更新審査       ４ ３    １３３ 

サーベイランス       ３５      ３２       １０９ 

 
（３）各種認定マークの交付等 

総務省消防庁登録認定機関認定マーク、製品認証機関の適合マーク及び（公財）日本

適合性認定協会(JAB)認定シンボルの適正な交付を行います。 
（適合マークの交付枚数） 
適合マークの種類 平成２９年度 

計画数（枚） 
平成２８年度 
実績数（枚） 

前年度実績比 
（％） 

防災用自家発電装置       ６,７００ ６,４４４   １０４ 

常用自家発電装置         ５       ２１     ２４ 

常用防災兼用発電装置       ２０        １５    １３３    

可搬形発電設備   １０,０００    １０,５６０    ９５  

非常動力装置     １５０       １３９   １０８    
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２．自家用発電設備専門技術者の養成 
 
（１） 自家用発電設備専門技術者の講習・試験及び更新講習の実施 
  ① 専門技術者の資格取得希望者を会員、非会員から広く募集し、全国１０地区で９月

から１１月の期間で講習・試験を行います。 
（専門技術者講習・試験申請者）（新規資格取得） 

資格の種類 平成２９年度 
計画数（名） 

平成２８年度 
実績数（名） 

前年度実績比 
（％） 

自家用発電設備 
専門技術者 

    １,０５０     １,１３２     ９３ 

可搬形発電設備 
専門技術者 

    ６２０     ７３０     ８５ 

 
② 専門技術者資格保有者に対する５年毎の更新講習を全国１３地区で９月から１１月   

の期間で行います。 
（専門技術者更新講習申請者） 

資格の種類 平成２９年度 
計画数（名） 

平成２８年度 
実績数（名） 

前年度実績比 
（％） 

自家用発電設備 
専門技術者 

  ３,３００    ３,１６０   １０４ 

可搬形発電設備 
専門技術者 

   １,４３０     １,７２２     ８３ 

 
③ 専門技術者の講習・試験及び更新講習用テキストについて、法令・技術基準の  

改正及び技術的進歩に合わせ内容を見直すとともに、不具合・経年劣化事例等を  

紹介して、一層の充実を図ります。 
更新講習においては、本格的に取り入れたプレゼンテーションソフトを用いた 

講習をより判り易くするとともに、経年劣化調査事業の成果も取り入れ内容の充実

を図ります。 
また、昨年度と同じく保全推進パンフレットを配布することで、自家用発電設備

の保全の必要性について受講者及び受講者を通した自家用発電設備ユーザへの啓発

を行います。 
 
④ 更新申請における受付業務の効率化と申請者の利便性を図る電子申請について、

一層の利用促進のためのＰＲに努めます。 
   
（２）電気工事士法による特種電気工事資格の認定申請への協力 
   専門技術者試験合格者のうち、特種電気工事資格者（国家資格）の資格取得希望者 

を対象に、経済産業省産業保安監督部等への認定申請の協力業務を行います。 
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（３）発電設備点検済証の交付 
   専門技術者が発電設備の保守点検を行った際に貼付する点検済証を交付します。 
   また、点検済証の活用のＰＲ等を広報誌「内発協ニュース」や更新講習等において

も図って行くこととします。  
点検済証の種類 平成２９年度 

計画数（枚） 
平成２８年度 
実績数（枚） 

前年度実績比 
（％） 

自家発電設備 
点検済証 

  １,６００    １,３５４ １１８ 

可搬形発電設備 
点検済証 

  ６,５００   ６,３８８  １０２  

 

  

３．規格・基準の整備と技術調査・研究活動 

 
（１）技術基準等の協会規格（ＮＥＧＡ規格）の定期的見直しを行い、ＮＥＧＡ規格の   

適正な維持・管理を推進します。 
 
（２）自家発電設備の技術の進歩による信頼性・耐久性の向上及び経年劣化調査事業の  

成果などを踏まえ、行政や関係機関等とも連携の上、防災用自家発電設備の合理的な

点検に係る基準等の提言及び保全マニュアルの改訂を行います。 
 
（３）自家発電設備（防災用、常用）の設置に関するデータの収集・分析を行い、広報誌 

に掲載するとともに、詳細データを電子媒体で提供します。 
 

（４）自家発電設備の出力算定法に関する調査、ユーザーサポートを継続するとともに、

ユーザからの改善意見等を収集します。 
また、パソコン用出力算定ソフトウェアである「ＮＨ１Ｖer.４.０Ｓ(高効率モータ 

対応版）」を引き続き提供します。 
 

（５）自家発電設備への都市ガスの安定供給に係わる評価をガス供給系統評価委員会に 

おいて実施し、評価証書の交付等の業務を行います。 
 
（６）自家発電設備の耐震性能調査については、昨年度調査結果を取り纏め、内容に関し

て行政及び関係機関等と調整して参りましたが、本年度も引き続き調整の上、調査報

告書の発行を目指します。 
 

（７）行政機関からの技術基準等の調査、研究及び整備等についての諮問事項、要請事項

等に適切に対応するなどの協力を行います。 
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４．協会事務局関連 

 

（１）定時総会・理事会の開催及び委員会活動 
   本年度は定時総会を６月に開催します。また、通常の理事会を３回（５月、１０月、

平成３０年３月）開催します。 
主な委員会（政策審議委員会、技術委員会、自家発電設備認証制度運営委員会、自 

家発電設備認証委員会、自家用発電設備専門技術者審査委員会、ガス専焼発電設備用

ガス供給系統評価委員会等）、及びその部会等の開催を計画に沿って実施します。 
 
（２）協会業務の業務改善の推進 

事務局業務の効率化と会員等利用者の利便性を高めるため電子化した「製品認証適 
合マーク発行等の電子申請」、「自家発電設備設置報告の電子届出」及び「専門技術者

更新講習の電子申請」等の各システムについて、費用対効果に配慮しながら更なる  

機能向上を図ります。 
 
（３）広報活動・情報公開他 

広報誌「内発協ニュース」を毎月発行し、協会の事業活動、行政情報（法令・政策 
等）、業界活動、会員活動状況等の動向に関する掲載内容の一層の充実を図ります。 
また、引き続き、「専門技術者インタビュー」を連載し、経験豊富で高い専門知識を

有する自家用発電設備専門技術者の活躍の場を広く紹介することで資格の普及と認識

を高めていきます。 
   昨年度３月より掲載を始めた「防災用自家発電設備の経年劣化調査」の概要につい 

ては、引き続き、本年度も連載します。 
ホームページでは、引き続きスピーディな情報提供と適切な情報公開を行うととも

に、会員専用サイトにおいては、発電設備に関する行政情報等の役立つ情報を迅速に

発信していきます。 
 

（４）視察研修会の実施 
自家発電設備に関する新技術及び設備等の視察研修会を国内で２回実施します。 

 
（５）表彰活動 
  ① 当協会表彰 

当協会の事業運営に貢献を頂いた方々に対し、定時総会時に「功労者表彰」を行 
います。 

  ② 官公庁及び他団体表彰 
    「優秀施工者国土交通大臣顕彰者（建設マスター）」並びに「青年優秀施工者土地 

建設産業局長顕彰者(建設ジュニアマスター)」を会員会社の技術系社員の方々から、

国土交通省へ推薦します。 
同様に、(一社)日本電気協会には、「電気安全関東委員会委員長表彰者」の推薦を

行います。 
また、「全国消防機器協会会長表彰」及び「消防庁長官表彰」を(一社)全国消防   

機器協会へ推薦します。 
以 上 


